
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

　固定資産          54,647,367 　固定負債           9,315,023

　　有形固定資産          48,980,757 　　地方債等           8,382,775

　　　事業用資産          17,019,473 　　長期未払金                  －

　　　　土地           2,273,771 　　退職手当引当金              13,345

　　　　立木竹           2,330,532 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物          30,767,518 　　その他             918,904

　　　　建物減価償却累計額        △18,700,061 　流動負債             975,820

　　　　工作物             669,480 　　1年内償還予定地方債等             764,167

　　　　工作物減価償却累計額           △326,114 　　未払金              33,707

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金             145,332

　　　　航空機                  － 　　預り金              21,361

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他              11,254

　　　　その他                  － 負債合計          10,290,843

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】

　　　　建設仮勘定               4,345 　固定資産等形成分          55,888,137

　　　インフラ資産          31,506,354 　余剰分（不足分）         △7,694,565

　　　　土地           2,182,785 　他団体出資等分                  －

　　　　建物             735,716

　　　　建物減価償却累計額           △523,022

　　　　工作物          84,093,602

　　　　工作物減価償却累計額        △54,982,727

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定                  －

　　　物品           3,034,553

　　　物品減価償却累計額         △2,579,623

　　無形固定資産               8,714

　　　ソフトウェア               8,583

　　　その他                 131

　　投資その他の資産           5,657,897

　　　投資及び出資金              52,121

　　　　有価証券              12,490

　　　　出資金              39,631

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金             △2,526

　　　長期延滞債権              66,252

　　　長期貸付金              18,740

　　　基金           5,204,152

　　　　減債基金             681,610

　　　　その他           4,522,542

　　　その他             322,680

　　　徴収不能引当金             △3,522

　流動資産           3,837,048

　　現金預金             772,127

　　未収金              95,275

　　短期貸付金                  －

　　基金           1,240,770

　　　財政調整基金             948,611

　　　減債基金             292,159

　　棚卸資産              78,823

　　その他           1,650,083

　　徴収不能引当金                △30

　繰延資産                  － 純資産合計          48,193,572

資産合計          58,484,415 負債及び純資産合計          58,484,415

全体

全体貸借対照表
（令和4年03月31日 現在）



全体

（単位：千円）

科目 金額

経常費用                     11,268,494

　業務費用                      7,610,630

　　人件費                      2,460,565

　　　職員給与費                      2,112,374

　　　賞与等引当金繰入額                        141,023

　　　退職手当引当金繰入額                          3,975

　　　その他                        203,193

　　物件費等                      4,754,368

　　　物件費                      1,789,656

　　　維持補修費                        427,263

　　　減価償却費                      2,537,231

　　　その他                            219

　　その他の業務費用                        395,697

　　　支払利息                         51,302

　　　徴収不能引当金繰入額                          3,289

　　　その他                        341,106

　移転費用                      3,657,864

　　補助金等                      3,251,667

　　社会保障給付                        392,449

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                         13,748

経常収益                      1,142,575

　使用料及び手数料                        760,671

　その他                        381,904

純経常行政コスト                     10,125,918

臨時損失                        252,984

　災害復旧事業費                         33,404

　資産除売却損                          2,460

　投資損失引当金繰入額                            969

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                        216,152

臨時利益                         17,234

　資産売却益                         17,234

　その他                             －

純行政コスト                     10,361,669

全体行政コスト計算書
自 令和3年04月01日

至 令和4年03月31日



（単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 50,258,958 58,255,407 △7,996,449 －

　純行政コスト（△） △10,361,669 △10,361,669 －

　財源 8,554,942 8,554,942 －

　　税収等 6,341,730 6,341,730 －

　　国県等補助金 2,213,212 2,213,212 －

　本年度差額 △1,806,727 △1,806,727 －

　固定資産等の変動（内部変動） △2,109,110 2,109,110 －

　　有形固定資産等の増加 367,061 △367,061 －

　　有形固定資産等の減少 △2,547,331 2,547,331 －

　　貸付金・基金等の増加 630,024 △630,024 －

　　貸付金・基金等の減少 △558,863 558,863 －

　資産評価差額 － －

　無償所管替等 △258,089 △258,089

　他団体出資等分の増加 － －

　他団体出資等分の減少 － －

　その他 △570 △71 △499

　本年度純資産変動額 △2,065,386 △2,367,270 301,884 －

本年度末純資産残高 48,193,572 55,888,137 △7,694,565 －

全体

全体純資産変動計算書
自 令和3年04月01日

至 令和4年03月31日

科目 合計



全体

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】

　業務支出                      8,633,774

　　業務費用支出                      4,975,910

　　　人件費支出                      2,359,925

　　　物件費等支出                      2,229,541

　　　支払利息支出                         51,302

　　　その他の支出                        335,143

　　移転費用支出                      3,657,864

　　　補助金等支出                      3,251,667

　　　社会保障給付支出                        392,449

　　　他会計への繰出支出                             －

　　　その他の支出                         13,748

　業務収入                      9,306,807

　　税収等収入                      6,315,116

　　国県等補助金収入                      1,858,577

　　使用料及び手数料収入                        763,146

　　その他の収入                        369,969

　臨時支出                        249,556

　　災害復旧事業費支出                         33,404

　　その他の支出                        216,152

　臨時収入                        282,017

業務活動収支                        705,495

【投資活動収支】

　投資活動支出                        917,748

　　公共施設等整備費支出                        328,057

　　基金積立金支出                        526,634

　　投資及び出資金支出                            857

　　貸付金支出                         42,200

　　その他の支出                         20,000

　投資活動収入                        480,439

　　国県等補助金収入                         72,618

　　基金取崩収入                        340,115

　　貸付金元金回収収入                         39,200

　　資産売却収入                         28,505

　　その他の収入                             －

投資活動収支                      △437,309

【財務活動収支】

　財務活動支出                        915,106

　　地方債等償還支出                        915,106

　　その他の支出                             －

　財務活動収入                        623,687

　　地方債等発行収入                        623,687

　　その他の収入                             －

財務活動収支                      △291,419

本年度資金収支額                       △23,233

前年度末資金残高                        764,537

本年度末資金残高                        741,303

前年度末歳計外現金残高                         27,232

本年度歳計外現金増減額                          3,592

本年度末歳計外現金残高                         30,824

本年度末現金預金残高                        772,127

全体資金収支計算書
自 令和3年04月01日

至 令和4年03月31日



注記 

1. 重要な会計方針 

（1） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産                     取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの  

取得原価が判明しているもの             取得原価 

取得原価が不明なもの               再調達原価 

         ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円としています。  

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの            取得原価 

取得原価が不明なもの               再調達原価 

      ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円と

しています。 

 

② 無形固定資産                      取得原価 

 

（2） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のないもの     取得原価 

 

② 出資金 

市場価格のないもの        出資金額 

 

（3） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用土地                        個別法による低価法 

 

（4） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産               定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

ア 建物      10 年～50 年 

イ 工作物      8 年～60 年     

ウ 物品       3 年～15 年 

 

② 無形固定資産                       定額法 

（ソフトウェアについては、町内における見込利用期間（５年）に基づく定額



法によっています。） 

 

（5） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものについて、

実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上し

ています。 

 

② 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴

収不能見込額を計上しています。 

 

③ 退職手当引当金 

退職手当債務から北海道市町村退職手当組合への加入時以降の負担金の累計

額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、北

海道市町村退職手当組合における積立金額の運用益のうち当町へ按分される額

を加算した額を控除した額を計上しています。 

 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相

当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上してい

ます。 

 

（6） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりの

リース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。） 

  通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 



（7） 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

 

（8） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

2. 重要な会計方針の変更等 

（1） 会計方針の変更                該当事項ありません。 

 

（2） 表示方法の変更              該当事項ありません。 

 

（3） 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更  該当事項ありません。 

 

3. 重要な後発事象                         該当事項ありません。 

 

4. 偶発債務                                      該当事項ありません。 

 

5. 追加情報 

（1） 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険病院事業会計 公営企業会計 全部連結 － 

簡易水道事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

公共下水道事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

後期高齢者医療事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

介護保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

介護サービス事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。 

地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

（2） 出納整理期間 

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）

においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって



会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている

団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の

受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（3） 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。 

 

（4） 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

翌年度予算で財産収入として措置されている公共資産 

 

イ 内訳 

売却可能資産はありません。 

 



附属明細書

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却
累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残
高

（D)－（E)
（Ｈ)

 事業用資産 35,847,518 202,359 4,230 36,045,647 19,026,174 813,060 17,019,473

土地 2,272,878 2,949 2,055 2,273,771 0 0 2,273,771

立木竹 2,330,532 0 0 2,330,532 0 0 2,330,532

建物 30,603,283 166,410 2,175 30,767,518 18,700,061 779,372 12,067,458

工作物 640,825 28,655 0 669,480 326,114 33,688 343,367

船舶 0 0 0 0 0 0 0

浮標等 0 0 0 0 0 0 0

航空機 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

建設仮勘定 0 4,345 0 4,345 0 0 4,345

 インフラ資産 86,880,379 134,361 2,638 87,012,103 55,505,749 1,654,147 31,506,354

土地 2,184,762 7 1,984 2,182,785 0 0 2,182,785

建物 735,716 0 0 735,716 523,022 13,771 212,694

工作物 83,959,902 134,354 653 84,093,602 54,982,727 1,640,376 29,110,875

その他 0 0 0 0 0 0 0

建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0

 物品 3,063,994 30,576 60,018 3,034,553 2,579,623 67,361 454,930

125,791,892 367,296 66,885 126,092,303 77,111,546 2,534,568 48,980,757

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

区分

合計


